
 

 

 

第 1 号様式(第 5 条関係) 

2025 年 4 月 9 日 

 

 

新 宿 区 長  宛て 

 

団 体 名 特定非営利活動法人えがおさん

さん 

所 在 地 東京都新宿区高田馬場 1-25-36 

ﾀｲｵｰｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 30C 

（フリガナ） タナカ アユミ 

代表者氏名  田中 歩 

 

 

 

新宿区協働推進基金助成金交付申請書 

 

 

  

 

 新宿区協働推進基金条例施行規則第 5 条の規定により、下記のとおり助成金の交付を申請 

します。 

 

 

記 

 

 

     助成金申請額     金   500,000 円 

 

 

申請事業の分野（該当の分野１つだけに○をしてください。なお、活動分野が複数の場合は、主要な分野に○をしてください。） 

〇 保健・医療・福祉  災害救援  情報化社会 

 社会教育  地域安全  科学技術 

 まちづくり  人権擁護・平和  経済活動 

 観光  国際協力  職業能力開発・雇用機会拡

充 
 文化・芸術･スポーツ  男女共同参画  消費者の保護 

 環境  子どもの健全育成  市民活動支援 

 そ の 他

（                                   ） 
 



 

  助 成 事 業 計 画 書 
 

団体名  特定非営利活動法人えがおさんさん 

事業名 
 休日お預かりデイ活動  

① 事業目的・ 

事業概要 

＜事業目的＞ 

どんな障害、また状態の子も楽しく参加できる日中活動を開催したい。 

ごきょうだいも参加し、オンリーワンを楽しんで頂きたい。 

学生はじめ、異世代交流をしてほしい。 

子どもたちをケアできる専門職(看護師・リハビリ・介護士等)がいることで 

ご家族に安心してご自分の時間をとって頂きたい。 

＜事業概要＞ 難病・医療的ケアなど様々な障害のある児者とごきょうだいを年 5

回土曜日に 10-15 時でお預かり。 

パルシステム東京様の部屋をお借りしケアに特化した医療福祉職者と学生ボランテ

ィアが対応。音楽など演者に講演依頼。お菓子やパンつくりや工作、ダンスなど計

画。会場キッチンにて手作りの昼食を用意し皆で一緒に食事をとることも大切にし

ている。 
 

② 地域課 

題 

  

 

さまざまな難病・医療的ケアのある子ども達、障がい児が地域で生活できるよ

うになってきたものの支援の手や社会参加先は追い付いていない現状がある。 

障がい児者、またそのごきょうだい児、それぞれのニーズは違い、親は常に対

応に追われている状況がある。 

障がいや症状の多様性、専門性の高さからケアできる人は限られてしまう状況

がある。 

ごきょうだいも一緒に、親と離れて参加できる場所もない現状がある。  

③課題解決の

ための取組 

・障害児・きょうだい児共に預かりができ、相互交流もできる場の提供。 

・日頃から障害児のケアに関わる医療福祉職者を確保することで、親が安心

して任せられる。 

・多くの学生ヘルパー、また成人した知的障害、発達障害者もボランティア

として参加。世代間交流ができる。 

・きょうだい児にもマンツーマンでボランティアが付くことで日頃障害児者

のきょうだい児として位置づけられやすい子も一緒に参加しながらもオンリ

ーワンを感じてもらう。 

・実施事業の開催ニーズに理解を頂ける施設、団体との連携。 

ニーズに即した会場をお借りする。 

・学生にも企画から関わってもらい、参加者一人一人が楽しく安全に参加で

きる企画と態勢の整備。 

・企画に賛同し、出演、また協力してくださる演者や撮影者を募る。 

・普段関わることの無い親同士、きょうだい同士が触れ合う場づくりを意識

して提供する。 

・医療福祉に関心のある学生が社会の中で生活している障害者・きょうだい

児と直接触れあう場を提供する。 



 

④先駆性・専

門性 

・1995年頃から障害児者に特化した地域生活支援をしてきた。 

・2007年より小規模で障害のあるご本人、ごきょうだいの預かりを有志で開

始。 

・日赤看護大学に学生サークルができ、学生ボランティアの確保ができるよ

うになっている。 

・2010年には WAM助成金で規模を広げて開催し優良事業として紹介頂く。 

・障害福祉の制度化も進み、放課後デイサービスや児童発達支援など事業化

している。 

・草の根時代より法人の活動を理解してくださる新宿区社会福祉協議会様よ

りさまざまな団体をご紹介して頂いた一貫で 2013年パルシステム東京様と

つながることができ、事業運営に即した会場を利用できるようになった。 

・コロナ禍でも訪問事業と連携し希望のご家庭とオンラインで会をつなげ、

ご家族の孤立、閉鎖への対応をとるなど実施した。 

・医療福祉専門職、学生、地域ボランティアの確保により障害のあるご本人

ときょうだい児両方の預かりデイが開催できる。 

・長年の活動を通し、都度の話し合いで難病、医療的ケアのある重度障害児

者、また知的障害、発達障害のある児者とそのご家族など多様な課題、ニー

ズへの対応やリスクマネジメントを図ることができる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 具体的な活動

内容 
（イベントが複数ある場合

は、こちらのページを複写

して作成してください） 

Ⅰ イベント（会議）の開催予定等 

１．イベント（会議）名：（休日お預かりデイ活動   ） 

 

２．活動内容：日中お預かりデイ 

 

３．実施期間、回数：年５回   

  5/17，7/19，8/16，12/20，3/14 

(5月初回は法人負担及び参加費で実施し後半 4回分の助成を申請します。) 

４．実施場所：パルシステム東京 

 

５．周知（募集）方法、期間：SNS,チラシ配布 

 

６．対象者・定員数：難病、医療的ケア、知的障害、発達障害のある児者 

          とごきょうだい児  ：10名 

※③④で述べたような会を安全に開催するために、都度実施体制の徹底を行

っているため最低の定員を定めています。 

 

７．人員・スタッフ数 

団体構成員（  ）名 講師等（ 延べ 5 ）名 

アルバイト（ 延べ 40名 ）名 ボランティア（ 延べ 50 ）名 

※団体内外へ募集をかける。成人し作業所等で働いている知的障害、発達障

害者も参加してもらう。 

８．安全対策等：感染対策備品の設置・準備 

  準備会議(勉強会)開催での参加者の状態把握、緊急時の対応共有 

  当日まで、また当日の流れ共有と動きのシミュレーション共有 

  デイ開催そのもののリスクマネジメントを共有する  
Ⅱ イベント（会議）の開催予定等 



 

１．イベント（会議）名：（            ） 

 

２．活動内容： 

 

３．実施期間、回数： 

 

４．実施場所： 

 

５．周知（募集）方法、期間： 

 

６．対象者・定員数： 

 

７．人員・スタッフ数 

団体構成員（  ）名 講師等（  ）名 

アルバイト（  ）名 ボランティア（  ）名 

 

８．安全対策等：  

 

 

 

 

 

 

⑥ 期待される効果 

 

 

 

 

 

  

 ア 区民や地域社会への成果・効果 
・きょうだい児も学生ボランティアのマンツーマン対応で誰かのきょうだいとして

ではなくオンリーワンの存在として対応。普段の関わりでは聞けない悩みなどをく

み取れる。 

・きょうだい児が地域の中では一人になってしまう状況があっても、この時は他の

きょうだい児とも交流ができる。また多世代交流ができる。 

学生の関わりは、障害当事者への影響、効果も著明で、覇気や意欲を引き出してい

る。 

・ご家族、ごきょうだいも地域の顔見知りができることで孤立感の防止になる。 

  
 イ 現状や課題に対する成果・効果 

・親の都合で子どもたちを預ける、より安全な環境へ本人たちが一人一人

楽しく参加している間に親が自身の予定に集中できることで、日頃子育て

やケアにばかり取られている親の気分転換、リフレッシュを図る。 

その上で送迎時に他の親との交流が図れる(特にお迎え時)。 

・これから医療福祉職につく若者たちが、地域生活のリアルに触れる経験

ができる。 

・子どもたち、ご本人、ご家族の存在を専門職にも実際に認知してもらえ

る。 

  

⑦ 今後の展望 

・活動の知名度が上がり、地域の課題やニーズが理解される。 

・関わる専門職が増える。 

・活動を知ってもらえることで、協力者や寄付者を増やし活動継続を図り

たい。 

 

 

 

⑧ 過去にこの助

成を受けた実績 

助成年度（ 2023年度 ）事業名（ 秋まつり（会場リアル参加午前、午後と

オンライン別日予定）            ） 



 

助成年度（    ）   事業名（             ） 

助成年度（    ）   事業名（             ） 

 

 

⑨ この事業に対す

る他の助成の有無 
（申請中のものを含む） 

□ 有    ☑ 無 

有の場合は、助成名称（団体）及び助成額 

助成名（団体名）： 

助成額：           円 
※新宿区の他の助成制度からの助成が決定した場合には、本助成金は受けられません。新宿区以外の団体

からの助成金がある場合には、その金額を差し引いた額が本助成額になります。本助成金への申請後に、

同事業で新宿区外の補助金へ申請される際は、必ずご相談ください。 

 



実施要領　第２号様式

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

㋓　協働推進基金助成金 円

円

円

収

入

区

分

㋔　団体負担金 629,100

㋑　寄附金

㋒　補助金等収入

「①～⑨、⑪～⑫の合計」の2/3と「⑨」の合計　※千円未満切り捨て

収 入 総 額 1,129,100

内　　容 予　算　額

500,000

費　　目 予　算　額

⑥交通費

⑦保険料

96,000

30,000

280,000

㋐　事業収入

（参加料、資料代等）

⑫助成対象経費

（事業費＋⑪）
1,044,667

⑬助成対象外経費 84,433

事 業 総 額 1,129,100

③委託費

1,044,667

40,000

事

業

費

⑩人件費

事業費（①から⑩の合計）

①使用料及び賃借料

②消耗品及び印刷費

320,000

収支予算書

(261,167)※下記「事業費」の25%以内

261,167 円 医療職2,000円×６時間×4人×4回＝192,000円

福祉職1,600円×６時間×４人×4回＝153,600円

内　　　訳

文具：テープ、ペン2400円　工作材料費　5600円

おむつ交換用の防水シーツ8000円

食材費400円×50×4＝80,000円

演者4組　1組70,000円×4回

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ10名×３,000円（交通費含む）×4回 =120,000

事前勉強会・反省会2回×4回：謝礼5000円×10名×4回=200,000

荷物運搬費　10,000円×4回⑧その他諸経費

支

　

出

　

区

　

分

84,433円（人件費）

積 算 根 拠（内 訳）

※事業費の5%以内 (52,234)⑪ファンドレイジングに関

する経費
円

写真撮影カメラマン外部委託

④講師謝礼

⑤その他謝礼

手指消毒1,000円×4個=4,000円　マスク(100枚) 1500円

除菌ウエットティッシュ1,000円×8個=8,000円

除菌用スプレー　1,000円×4本＝4,000

⑨感染症等対策経費 17,500

※上限額2万円以内 (20,000)

円



実施要領　第２号様式



実施要領 第３号様式 

 

団 体 概 要 書 

団  体  名 
（ふりがな）とくていひえいりかつどうほうじんえがおさんさん 

特定非営利活動法人えがおさんさん 

所 在 地 

（主たる事務所） 

〒169-0075 

東京都新宿区高田馬場 1-25-36 

タイオーインターナショナルビルディング 30C 

代 表 者 氏 名 
（ふりがな）たなか あゆみ 

   田中 歩 

 

 

 

連絡者氏名 阪口 佐知子 

   住所 〒169-0075 東京都新宿区高田馬場 1-25-36 

タイオーインターナショナルビルディング 30C 

   電話  03（3209）8668   FAX 03（3209）2033 

   e-mail info@egaosunsun.com 

設立（活動）開始年月 

（ 法 人 設 立 年 月 ） 

法人の場合   

法人設立  2007 年 1 月 

その他の場合 

 1994 年  2 月活動開始 活動歴 31 年   か月（  年  月末日現在） 

会  員  数 

(構 成 員 数) 

個人： 

団体： 

入会条件 

 

主 な 活 動 地 域 
東京都 新宿 区・市 

その他（  23 区内    ） 

広報関係の有無 

（会報、広報誌等の発行） 

 有 （年  2 回発行）   ／  無 

（ホームページ） 

    有 （URL https://egaosunsun.com/   ） ／ 無 

https://egaosunsun.com/


団 体 の 目 的 

(定款の目的） 

特定非営利活動法人えがおさんさんは、重い病気や障害のある子どもも家に帰って家族と暮らせるように、制度の有無に

かかわらず、子どもと家族の生活に寄り添う支援を行い続けて、約２５年になる。当初は人工呼吸器をつけた子供の在宅

生活を支援するボランティアグループとして出発し、2007 年１月に現在の法人格を取得。現在に至るまで医療的ケアのあ

る子ども、知的発達障害の子ども、また子どもを育てるそれぞれの家族のニーズを大切にしながら、訪問看護、居宅介

護、移動支援、放課後等デイサービス事業、医療的ケアの必要な重症児のための児童発達支援、放課後等デイサービス

事業を実施。さらに制度に該当しないニーズに対しては、オーダーメイドの支援を行ってきた。また、当初からのボランティ

ア精神を大切にえがおファンクラブ活動を職員有志で立上げ、学生ボランティアも含み障がい児者の居宅以外の居場所

で楽しむことができるお祭り等のイベントを定期的に開催。一方法人として 2020 年度に中長期計画 5 か年計画を策定。

“障がい児者と家族のえがおを増やすことによって誰もがえがおで暮らせる社会を実現する”を法人のミッション（使命）と

定め、ビジョンとして定めた①“障がい児者と家族が、自宅で安心して生活できる社会②障がい児者が自分の人生を自分

らしく選択できる社会③障がい児者と家族を応援する人が増えることで、誰もが笑顔で暮らせる社会“の実現のため法人

一丸となって事業活動に取り組んでいる。 

主 な 活 動 

(具体的に記入して

ください） 

新宿区民を対象とした活動 

◆新宿区内での障害児や難病・重度障害児（医療ケア含む）への訪問看護、介護、放課後

等デイサービス事業及び児童発達デイ、公的外の在宅支援・レスパイト支援（学習、遊び

のサポート、外出支援など） 

◆ごきょうだい支援・イベント企画運営 

◆区内外の障害児の親の会交流会支援 

家族交流会支援事業・人工呼吸器をつけた子の親の会（会員の子）へのボランティア派遣

等サポート支援 

◆区内で障害児や難病で医療ケアの必要な子どものモデルデイサービス事業の実施 

◆活動通信発行 

 

上記以外の活動 

◆専門家によるボランティア研修開催 

◆区内外の障害児の親の会交流会支援 

家族交流会支援事業・全国人工呼吸器をつけた子の親の会（会員の子）へのボランティア

派遣等サポート支援 

 

新宿区との連携実

績 

・部署名 

 子ども家庭課 

 地域コミュニティ課 

  

・連携事例 

 地域支援 

・連携した内容の詳細 

 

 



特定非営利活動法人えがおさんさん定款 

 

 

第1章 総 則 
 

（名 称） 

第1条  この法人は、特定非営利活動法人えがおさんさんという。  

 

（事務所） 

第2条  この法人は、主たる事務所を東京都新宿区に置く。 

 

（目 的） 

第3条  この法人は、障害や病気のある、及び医療的ケアを必要とする障害児・者ならびにその

家族に対して、地域で共に生活し、地域との交流や世代間の交流を図りながら、心身とも

に豊かに生活できる場づくりを目指した事業を行い、また、子育て、家族支援等の福祉の

増進を通して、社会一般の利益に寄与することを目的とする。  

 

（特定非営利活動の種類） 

第4条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。  

(1) 保健、医療又は福祉の増進を図る活動  

(2) 社会教育の推進を図る活動 

(3) 人権の擁護又は平和の推進を図る活動  

(4) 子どもの健全育成を図る活動  

(5) 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活

動 

 

（事業の種類） 

第5条  この法人は、第3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として、次の事

業を行う。 

(1) 障害児・者やその家族への生活支援や相談等のホームヘルスケアサービス事業 

(2) 障害児・者の一時預かり等の家族を支援する事業 

(3) 障害児・者やその家族への社会的支援に係る普及啓発及びファンクラブ事業  

(4) 健康保険法、介護保険法に基づく訪問看護ステーションの運営事業  

(5) 障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業 

(6) 障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業  

(7) 児童福祉法に基づく児童発達支援及び放課後等デイサービス事業  

(8) 人材育成事業として、えがおさんさんオリジナル研修、医療的ケア3号研修等の

研修事業 

(9) その他目的を達成するために必要な事業  



第2章 会 員 
 

（種 別） 

第6条  この法人の会員は、次の2種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法（以下「法」と

いう。）上の社員とする。 

(1) 正会員 この法人の目的に賛同して入会した個人  

(2) 賛助会員 この法人の目的に賛同し賛助するために入会した個人及び団体  

 

（入 会） 

第7条  会員の入会について、特に条件は定めない。  

2 会員として入会しようとするものは、代表理事が別に定める入会申込書により、代表理

事に申し込むものとする。  

3 代表理事は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認めなけ

ればならない。 

4 代表理事は、第2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をも

って本人にその旨を通知しなければならない。 

 

（入会金及び会費） 

第8条  会員は、理事会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。  

 

（会員の資格の喪失） 

第9条  会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。  

(1) 退会届の提出をしたとき。 

(2) 本人が死亡し、若しくは失そう宣告を受け、又は会員である団体が消滅したとき。  

(3) 継続して１年以上会費を滞納したとき。  

(4) 除名されたとき。 

 

（退 会） 

第10条  会員は、代表理事が別に定める退会届を代表理事に提出して、任意に退会することが

できる。 

 

（除 名） 

第11条  会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名することがで

きる。 

(1) この定款に違反したとき。 

(2) この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。  

2 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明の機会

を与えなければならない。 

 

 



（拠出金品の不返還） 

第12条  既に納入した入会金、会費その他の拠出金品は、返還しない。  

 

 

第3章 役 員 等 
 

（種別及び定数） 

第13条  この法人に、次の役員を置く。 

(1) 理事  3人以上8人以内 

(2) 監事  1人以上2人以内 

2 理事のうち１人を代表理事とする。 

 

（選任等） 

第14条  理事及び監事は、理事会において選任する。 

2 代表理事は、理事の互選とする。 

3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の親族が

1人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が役員

の総数の3分の1を超えて含まれることになってはならない。  

4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。  

5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。  

 

（職 務） 

第15条  代表理事は、この法人を代表し、その業務を総理する。  

2 理事は、代表理事を補佐し、代表理事に事故があるとき又は代表理事が欠けたときは、

代表理事があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。  

3 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、こ

の法人の業務を執行する。 

4 監事は、次に掲げる職務を行う。  

(1) 理事の業務執行の状況を監査すること。  

(2) この法人の財産の状況を監査すること。  

(3) 前2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は

法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総

会又は所轄庁に報告すること。 

(4) 前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。  

(5) 理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べる

こと。 

 

（任期等） 

第16条  役員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者



の任期の残存期間とする。 

３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行

わなければならない。 

 

（欠員補充） 

第17条  理事又は監事のうち、その定数の3分の１を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補

充しなければならない。 

 

（解 任） 

第18条  役員が次の各号の一に該当する場合には、理事会の議決により、これを解任すること

ができる。 

(1) 心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。  

(2) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。  

2 前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明の機会

を与えなければならない。 

 

（報酬等） 

第19条  役員は、その総数の3分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる。  

2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 

3 前2項に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、代表理事が別に定める。 

 

（顧問） 

第20条  この法人に、役員の他に顧問を置くことができる。  

2 顧問は、理事会の承認を経て、代表理事が任命する。  

3 顧問は、この法人の事業及び運営等について、理事会に対し、助言及び提言を行うこ

とができる。 

 

 

第4章 会 議 
 

（種 別） 

第21条  この法人の会議は、総会及び理事会の2種とする。 

2 総会は、通常総会及び臨時総会とする。  

 

（総会の構成） 

第22条  総会は、正会員をもって構成する。  

 

 

（総会の権能） 

第23条  総会は、以下の事項について議決する。 



(1) 定款の変更 

(2) 解散及び合併 

(3) 会員の除名 

(4) 事業報告及び決算 

 

（総会の開催） 

第24条  通常総会は、毎年1回開催する。 

2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。  

(1) 理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。  

(2) 正会員総数の5分の1以上から会議の目的を記載した書面により招集の請求があっ

たとき。 

(3) 監事が、第15条第4項第4号の規定に基づいて招集するとき。  

 

（総会の招集） 

第25条  総会は、前条第2項第3号の場合を除いて、代表理事が招集する。  

2 代表理事は、前条第2項1号及び第2号の規定による請求があったときは、その日から

14日以内に臨時総会を招集しなければならない。  

3 総会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面に

より、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければならない。  

 

（総会の議長） 

第26条  総会の議長は、その総会に出席した正会員の中から選出する。  

 

（総会の定足数） 

第27条  総会は、正会員総数の2分の1以上の出席がなければ開会することはできない。  

 

（総会の議決） 

第28条  総会における議決事項は、第25条第3項の規定によってあらかじめ通知した事項とす

る。 

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決

し、可否同数のときは、議長の決するところによる。  

 

（総会での表決権等） 

第29条  各正会員の表決権は平等なものとする。  

2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項に

ついて、書面をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することが

できる。 

3 前項の規定により表決した正会員は、前2条及び次条第1項の規定の適用については

出席したものとみなす。 

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わる



ことができない。 

 

（総会の議事録） 

第30条  総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。  

(1) 日時及び場所 

(2) 正会員総数及び出席者数（書面表決者又は表決委任者がある場合にあっては、そ

の数を付記すること。）  

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果  

(5) 議事録署名人の選任に関する事項  

2 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人2人が、記名押印又は

署名しなければならない。 

 

（理事会の構成） 

第31条  理事会は、理事をもって構成する。  

 

（理事会の権能） 

第32条  理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。  

(1) 総会に付議すべき事項 

(2) 総会の議決した事項の執行に関する事項  

(3) その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項  

 

（理事会の開催） 

第33条  理事会は、次に掲げる場合に開催する。  

(1) 代表理事が必要と認めたとき。 

(2) 理事総数の3分の1以上から理事会の目的である事項を記載した書面により招集の

請求があったとき。 

 

（理事会の招集） 

第34条  理事会は、代表理事が招集する。  

2 代表理事は、前条第2号の規定による請求があったときは、その日から14日以内に理

事会を招集しなければならない。 

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面によ

り、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければならない。  

 

（理事会の議長） 

第35条  理事会の議長は、代表理事がこれにあたる。  

 

（理事会の議決） 

第36条  理事会における議決事項は、第34条第3項の規定によってあらかじめ通知した事項とす



る。ただし、議事が緊急を要するもので、理事総数の2分の1以上の同意があった場合は、

この限りではない。 

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

 

（理事会の表決権等） 

第37条  各理事の表決権は、平等なものとする。  

2 やむを得ない理由により理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項に

ついて、書面をもって表決し、又は他の理事を代理人として表決を委任することができ

る。 

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第１項の適用については、理事会

に出席したものとみなす。 

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わる

ことができない。 

 

（理事会の議事録） 

第38条  理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

(1) 日時及び場所 

(2) 理事総数、出席者数及び出席者氏名（書面による表決者にあっては、その旨を付

記すること。） 

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果  

(5) 議事録署名人の選任に関する事項  

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人が記名押印又

は署名しなければならない。 

 

 

第5章 資 産 
 

（資産の構成） 

第39条  この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。  

(1) 設立当初の財産目録に記載された資産  

(2) 入会金及び会費 

(3) 寄付金品 

(4) 財産から生じる収益 

(5) 事業に伴う収益 

(6) その他の収益 

 

（資産の区分） 

第40条  この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産とする。  



 

（資産の管理） 

第41条  この法人の資産は、代表理事が管理し、その方法は、理事会の議決を経て、代表理事

が別に定める。 

 

 

第6章 会 計 
 

（会計の原則） 

第42条  この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行わなければならない。  

 

（会計区分） 

第43条  この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計とする。  

 

（事業年度） 

第44条  この法人の事業年度は、毎年4月1日に始まり、翌年3月31日に終わる。 

 

（事業計画及び予算） 

第45条  この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、毎事業年度ごとに代表理事が作成し、

理事会の議決を経なければならない。  

 

（暫定予算） 

第46条  前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、代表理

事は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用する

ことができる。  

2 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。 

 

（予算の追加及び更正） 

第47条  予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定予算の追

加又は更正をすることができる。 

 

（事業報告及び決算） 

第48条  この法人の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び活動計算書等決算に関する書類

は、毎事業年度終了後、速やかに、代表理事が作成し、監事の監査を受け、総会の議決

を経なければならない。 

2 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。  

 

（臨機の措置） 

第49条  予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、又は

権利の放棄をしようとするときは、理事会の議決を経なければならない。  



 

 

第７章 定款の変更、解散及び合併 
 

（定款の変更） 

第50条 この法人が法第25条第3項に規定する次に掲げる事項について定款を変更しようとする

ときは、総会に出席した正会員の4分の3以上の多数による議決を経、かつ、所轄庁の認

証を得なければならない。 

     (1)  目的 

     (2)  名称 

     (3)  その行う特定非営利活動の種類および当該特定非営利活動に係る事業の種類  

     (4)  主たる事務所及びその他の事務所の所在地 (所轄庁の変更を伴うものに限る。) 

     (5)  社員の資格の得喪に関する事項  

     (6)  役員に関する事項(役員の定数に係るものを除く。) 

     (7)  会議に関する事項 

     (8)  その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事項  

     (9)  解散に関する事項（残余財産の帰属すべき者に係るものに限る。）  

     (10) 定款の変更に関する事項  

 

 ２   この法人が定款を変更（前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない事項を

除く。）したときは、所轄庁に届け出なければならない。     

  

 

（解 散） 

第51条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。  

(1) 総会の決議 

(2) 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

(3) 正会員の欠亡 

(4) 合併 

(5) 破産手続開始の決定 

(6) 所轄庁による設立の認証の取消し  

2 前項第１号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の4分の3以上の議決

を経なければならない。 

3 第1項第2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。  

 

（残余財産の帰属） 

第52条 この法人が解散（合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。）したときに残存す

る財産は、法第11条第3項に掲げる者のうち、理事会において議決した者に譲渡するも

のとする。 

 



（合 併） 

第53条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分の3以上の議決を経、

かつ、所轄庁の認証を得なければならない。  

 

 

第８章 公告の方法 
 

（公告の方法） 

第54条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行う。 

ただし、法第28条の２第1項に規定する貸借対照表の公告については、この法人の 

ホームペーにおいて行う。 

 

 

第９章 事 務 局 
 

（事務局の設置） 

第55条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができる。 

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置くことができる。 

 

（職員の任免） 

第56条 事務局長及び職員の任免は、代表理事が行う。 

 

（組織及び運営） 

第57条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、代表理事が別に

定める。 

 

 

第10章 雑 則 
 

（細則） 

第 58 条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、代表理事がこれを定

める。 

 

 



附則 
1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。  

2 この法人の設立当初における役員は、別表のとおりとする。 

3 この法人の設立当初における役員の任期は、第19条第１項の規定にかかわらず、この法人の

成立の日から2008年5月31日までとする。 

4 この法人の設立当初の事業年度は、第46条の規定にかかわらず、この法人の成立の日から

2007年3月31日までとする。 

5 この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第47条の規定にかかわらず、設立総会の

定めるところによる。 

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第11条の規定にかかわらず、次に掲げる額とす

る。 

(1) 入会金 正会員 （個人）   0円 

   A（利用）会員（個人）  1,000円 

   B（個人賛助）会員（個人）  0円 

   C（団体賛助）会員（団体）  10,000円 

(2) 年会費 正会員 （個人）   0円 

   A（利用）会員（個人）  6,000円 

   B（個人賛助）会員（個人）   0円 

   C（団体賛助）会員（団体）  一口10,000円 

 

別表 

 役職名 

 代表理事 岩永 博大 

      理事        阪口 佐知子 

      理事        上薗 真由美 

      監事        宗形 博道 

 

  

  

 



 書式第１８号（法第２８条関係） 
 
 

2023年度 年間役員名簿 
 

2023年 ４月 １日から   2024年 3月 31日まで 

 特定非営利活動法人えがおさんさん  

   

役 名 氏 名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた 
期 間 

 
理 事
 
  
田中 歩
  
東京都新
宿区西新
宿4－26
－13 2
021年4月
１日 
～2022年
3月31日
 
年 月 
日 
 
～ 年 
月 日 

  
田中 歩 

 
東京都新宿区西新宿4－26－13 

2023年4月１日 

～2024年3月31日 
年 月 日 

 

～ 年 月 日 
 
理事 

 
松尾 陽子 

 
 

 
東京都多摩市貝取4－4－9－103 

2023年4月１日 

～2024年3月31日 

年 月 日 
 
～ 年 月 日 

 
理事 

 
岩永 博大 

 
東京都新宿区大久保2－5－25 
岩永ビル５F 
 

2023年4月１日 

～2024年3月31日 

年 月 日 
 
～ 年 月 日 

 
理事 

 
松井 優子 
 

 
東京都新宿区戸山2－10－208 

2023年4月１日 
～2024年3月31日 

年 月 日 
 
～ 年 月 日 

 
理事 

 
鈴木 健太 

 
神奈川県横須賀市久里浜 
2－28－64 

2023年4月１日 
～2024年3月31日 

年 月 日 
 
～ 年 月 日 

 
理事 

 
町田 文 

 
東京都西東京市南町6-3-36-201 

2023年4月１日 
～2024年3月31日 

年 月 日 
 
～ 年 月 日 

 
監事 

 
矢沢 正春 

 
東京都新宿区戸山2－27－512 

2023年4月１日 
～2024年3月31日 

年 月 日 
 
～ 年 月 日 

  
 

 
 
 
 
 

  

  

 
 
 



書式第１２号（法第２８条関係） 

事 業 報 告 用 
 

 

 

          特定非営利活動法人えがおさんさん               

１ 事業の成果 

 2023 年度は前年に引き続き、利用者である障害児・者とその家族から求められている公的制度外の

サービスを提供する「えがおファンクラブ事業」（各種相談や、家族交流、お預かり等）に助成金の支

援を受け積極的に取り組むとともに、公的制度内で利用できる訪問看護、居宅介護、移動支援の他に主

に知的障害児をお預かりする放課後等デイサービスを引き続き事業として提供している。さらに 2022

年 7 月に新宿区曙橋で開所した医療的ケアを必要とする重症児をお預かりする児童発達支援 放課後等

デイサービスを提供する施設を継続して運営している。 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業            （事業費の総費用 169,320 千円） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

障害児・者やその家族
への生活支援や相談等
のホームヘルスケアサ
ービス事業 

介護、個人ボラン
ティア、療育その
他相談事業 

2023 年 4

月～2024

年 3 月 

サービス

利用者宅 
25 人 

東京都内

の 障 害

児・者と

その家族 

26 人 222 

障害児・者の一時預か
り等の家族を支援する
事業 

児童のお預かり等
の事業 

2023 年

7，9，12

月 

24 年 3 月 

新宿区内

施 設 と

（オンラ

イン） 

10 人 

東京都内

の障害児

とその家

族 

35 人 300 

障害児・者やその家族
への社会的支援に係る
普及啓発及びファンク
ラブ事業（バクバク・
ポケットの会支援） 

学生等のボランテ
ィアの促進 年 1 回 事業所内 10 人 

東京都内

の学生 
80 人 100 

えがおさんさん祭
り等の開催 

2023 年

11 月 

新宿区内

公共施設

とオンラ

イン配信 

60 人 

東京都内

の障害児

とその家

族 

 90 人 
  
3,600 

健康保険法、介護保
険法に基づく訪問看
護ステーションの運
営事業 

訪問看護ステーシ
ョンの事業 

2023 年 4

月 ~2024

年 3月 

サービス

利用者宅 
13人 

東京都内

の 障 害

児・者 

 55人 53,396 

障害者総合支援法に
基づく障害福祉サー
ビス事業 

居宅介護事業 
同行援護事業 

2023 年 4

月 ~2024

年 3月 

サービス

利用者宅 
25人 

東京都内

の 障 害

児・者     

 65人 32,937 

障害児者総合支援法
に基づく地域生活支
援事業 

移動支援事業 
2023 年 4

月 ~2024

年 3月 

サービス

利用者と

の外出 

19人 

東京都内

の 障 害

児・者 

 30人 8,235 

   2023年度 事 業 報 告 書 



児童福祉法に基づく
障害児者通所支援事
業 

児童発達支援と放
課後等デイ―サー
ビス事業 

2023 年 4

月 ~2024

年 3月 

児童発達

支援と放

課後等デ

イサービ

ス通所 

18人 

東京都内

の 障 害

児・者 

24人 34,874 

放課後等デイ―サ
ービス事業 

2023 年 4

月 ~2024

年 3月 

放課後等

デイサー

ビス通所 

11人 

東京都内

の 障 害

児・者 

 23人 35,656 

人材育成事業とし
て、えがおさんさん
オリジナル研修、医
療的ケア 3 号研修等
研修事業 

人材育成の研修等 
2023 年 4

月 ~2024

年 3月 

事 務 所

内・オン

ライン研

修 

5人 

看護師・

介護士・

保育士・

障害児者

及び家族 

 15人 ０ 

 

 

 





















 書式第７号 事業計画書（法第１０条関係）  

2024年度 事業計画書 
   2024年4月1日から2025年3月31日まで  

特定非営利活動法人えがおさんさん 

１ 事業実施の方針 

2007年の法人創業以来、現在にいたるまで障害の程度を問わず医療的ケアの必要なこども、知的障害のあるこど

も、又そのこどもを育てるご家族のニーズを大切にしながら、こどもと家族の生活に寄り添う支援を続けていく姿勢に 

2024年度も変わりない。訪問看護、居宅介護、移動支援、放課後等デイサービスの各事業とともに22年7月から重

症児のための児童発達支援と放課後等デイサービスの通所施設を新宿区曙橋にオープンした。これら４つの事業を

継続し、組織としてバランスの取れた経営をめざす。同時にこれら公的助成がある制度内のサービスばかりでなく、職

員有志、学生ボランティア等で運営している“えがおファンクラブ事業”も制度外でのご利用者やご家族のニーズを積

極的にくみとりながら、えがおさんさんまつりのイベントやお預かりデイなど活動に取り組む。 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業 

事業名 事 業 内 容 実 施 

日 時 

実 施 

場 所 

従事者 

の 

人 数 

受益対象者 

の範囲及び 

人 数ｙ 

 

事業予算

額 

（千円） 

障害児・者やその家

族への生活支援や相

談等のホームヘルス

ケアサービス事業 

介護、個人ボラ

ンティア、療育

その他相談事

業 

202４年４月～ 

202５年3月 

サービス利用者

宅 25人 
東京都内の障害児・

者とその家族30人 
250 

障害児・者の一時預

かり等の家族を支援

する事業 

児童のお預かり

等の事業 

2024年４月～ 

202５年3月（５回

開催） 

サービス利用者

宅と会場内（オン

ライン等） 

１０人 
東京都内の障害児・

者とその家族３５人 
３００ 

障害児・者やその家

族への社会的支援に

係る普及啓発及びフ

ァンクラブ事業 

(バクバク・ポケットの

会支援) 

学生等のボラン

ティアの促進 
年6 回 会場内（オンライ

ン） 
10人 東京都内の学生80人 １００ 

えがおさんさん

まつり等の開催 
202４年１１月 賃貸会場とオンラ

イン配信 
60人 

東京都内の障害児・

者とその家族100人 

3,600 

 

健康保険法、介護保

険法に基づく訪問看

護ステーション事業 

訪問看護ステー

ションの事業 

 

202４年４月～ 

202５年3月 

サービス利用者

宅 

 

１３人 

 

東京都内の 

障害児・者 

55人 

 

 

55,000 

 

 

障害者総合支援法に

基づく障害福祉サー

ビス事業 

居宅介護事業 

同行援護事業 

202４年４月～ 

202５年3月 

サービス利用者

宅 
25人 

東京都内の 

障害児・者６０人 

 

34,000 

 

 

障害者総合支援法に

基づく地域生活支援

事業 

移動支援事業 
202４年4月～ 

202５年3月 

サービス利用者と

の外出 
１９人 

東京都内の障害児・

者 30人 
6,870 

児童福祉法に基づく

障害児通所支援事業 

児童発達支援と 

放課後等デイサ

ービス事業 

202４年4月～ 

202５年3月 

児童発達支援 

と放課後等デイサ

ービス通所   

 １８人 
東京都内の障害児・

者２４人 
35,450 

放課後等デイ

―サービス 

202４年4月～ 

202５年3月 

放課後等デイ―

サービス通所 
 11人 

東京都内の障害児・

者２４人 

35,000 

 



人材育成事業として、

えがおさんさんオリジ

ナル研修、医療的ケ

ア3号研修等の研修

事業 

人材育成の研

修等 

202４年4月～ 

202５年3月 

事業所内とその

他賃貸会場 

5 

人 

看護師・介護士・保育

士・障がい児者及び

家族15 

人 

   １０ 

 

 



書式第９号（法第１０条・第２５条関係）　　

特定非営利活動法人えがおさんさん
（単位：円）

Ⅰ　経常収益
１　受取会費

正会員受取会費 150,000
600,000

50000 750,000

200,000

200,000
３　受取助成金等

受取補助金 171,500,000
171,500,000

４　事業収益
(1)ホームヘルスケアサービス事業収入 50,000
(2)障害児者の家族への支援事業収入 50,000
(3)ファンクラブ事業収入 50,000
(4)訪問看護ステーションの運営事業収入 6,300,000
(5)障害福祉サービス事業収入 1,000,000
(6)地域生活支援事業収入 300,000
(7)放課後等デイサービス事業収入 1,400,000
(8)放課後等デイサービス事業収入児童発達支援サービス事業収益 450,000
(9)放課後等デイサービス事業収入研修事業収益 0
(10)放課後等デイサービス事業収入その他 0

9,600,000

５　その他収益
受取利息 300

経常収益計 182,050,000

Ⅱ　経常費用
１　管理費

(1)人件費
給料手当 10,000,000
中退共掛金 60,000
福利厚生費 400,000
通勤費
旅費交通費 200,000
人件費計 10,660,000

研修費 100000
会議費 50000
消耗品費 70,000
通信運搬費 400,000
減価償却費 100,000
賃借料 541,200
保険料 10,000
支払手数料 700,000
水道光熱費 60,000
広告宣伝費 10,000
諸会費 20,000
その他経費 200,000
その他経費計 2,111,200

12,771,200
２　事業費

(1)人件費
給料手当 118,000,000
福利厚生費 17,200,000
通勤費 2,500,000
中退共掛金 1,300,000
旅費交通費 3,200,000
人件費計 142,200,000

諸謝金 160,000
通信運搬費 300,000
賃借料 10,240,000
減価償却費 970,000
繰越資産償却費 200,000
光熱水料費 910,000
材料費 500,000
消耗品費 2,400,000
修繕費 50,000
新聞図書費 150,000
材料費 320,000
保険料 600,000
租税公課 130,000
諸会費 350,000
車両費 1,900,000
リース料 400,000
支払手数料 8,800,000
その他経費計 28,380,000

170,580,000

183,351,200
当期経常増減額 △ 1,301,200

Ⅲ　経常外収益
0

Ⅳ　経常外費用 0

税引前当期正味財産増減額 △ 1,301,200
法人税、住民税及び事業税 0
前期繰越正味財産額

　　次期繰越収支差額次期繰越正味財産額 △ 1,301,200

2024年度　　活動予算書

2024年 4 月１日から　2025年　3月31日まで

科 目 金 額

賛助会員受取会費

施設等受入評価益

EFC年会費
２　受取寄附金

受取寄附金

経常外費用計

(2)その他経費

(2)その他経費

経常費用計

経常外収益計

管理費計

事業費計











 

様

No.

1 1 式

合計 ¥30,000

備考  

小計 ¥30,000

摘要 数量 単価 金額

家族記念写真 撮影費 30,000 ¥30,000

合計金額 ¥30,000 税込み 見積もり有効期限 2025/4/24

田中 信久

TEL： 080-8736-1100

FAX： 03-3373-1508

E-Mail： nobukichi_ukiki@yahoo.co.jp

件名： 家族記念写真

下記の通り、お見積り申し上げます。 〒160-0023

東京都新宿区西新宿4-26-13

御見積もり 書

特定非営利活動法人えがおさんさん 御中 No. 2025-0002

ご担当： ご担当者 作成日 2025年3月24日



（協働支援会議委員についての確認） 

 

 

確 認 書 

 

 
当法人は、新宿区協働支援会議委員（別紙、委員名簿参照）について、以下の

ことを確認します。（該当番号に○を記入） 

 

 

１ 別紙「新宿区協働支援会議委員」について、当団体の職員であることを確認

しました。 

 

委員名   

 

 

２ 別紙「新宿区協働支援会議委員」について、当団体の社員ではないこと及び直

接利害関係がないことを確認しました。 

 

 

 

年 月 日 

 

 

団 体 名 特定非営利活動法人えがおさんさん  

 

所 在 地 東京都新宿区高田馬場1-25-35  
                                     

ﾀｲｵｰｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ３０C号室 

 

          代表者氏名 →   田中 歩  

2025         4         9



令和7年度新宿区協働支援会議委員名簿 
 

 

 

 

 
委員の区分 氏 名 備 考 

1 学識経験者 

 
わ だ 

和 田 

 
さ  よ 

早 代 
目白大学目白大学短期大学部
ビジネス社会学科 教授 

2 非営利活動団体構成員 

 
せきぐち 

関 口 

 
ひろあき 

宏 聡 
認定特定非営利活動法人
セイエン 代表理事 

3 非営利活動団体関係者 

 
ひ ら の 

平 野 

 
か く じ 

覚 治 
一般社団法人全国食支援活動
協力会 専務理事 

4 区民（公募区民） 

 
いぬづか 

犬 塚 

 
ひろまさ 

裕 雅 区民（公募区民） 

5 区民（公募区民） 

 
あおやぎ 

青 柳 

 
やすひろ 

恭 弘 区民（公募区民） 

6 
区内事業所の社会貢献
部門経験者 

 
い と う 

伊 藤 

 
きよかず 

清 和 
元富士ゼロックス東京（株） 
CSR部社会貢献推進グループ 

7 
新宿区社会福祉協議会
職員 

 
みやばた 

宮 端 

 
けいすけ 

啓 介 
新宿区社会福祉協議会
事務局次長 

8 地域振興部長 

 
おおやなぎ 

大 柳 

 
ゆうじ 

雄 志 

 

 

※名簿の順 は、要綱に規定する区分の順による。 


